
 令和７年度 こども家庭部 経営方針                
 

令和７年４月 

こども家庭部 谷口学 

１ 部・室の基本方針 

（１）部の組織目標 
（２）「まちづくり構想 福知山」で掲げる政策・施策の実現、及び行政改革大綱 2022-2026 

の取組推進に向けた部内の運営方針 

〇「まちづくり構想 福知山」 

（基本政策３） 

市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち 

  ・政策目標３－２ すべての子どもが大切にされる地域づくり 

  ・政策目標３－３ 安心して出産、子育てできる環境の充実 

 

〇「行政改革大綱 2022－2026」 

時代の変化を機敏に捉えた、生産性の高い行政経営の確立 

〇「まちづくり構想 福知山」 

（基本政策３） 

市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち 

・政策目標３－２ すべての子どもが大切にされる地域づくり 

課題を抱える子どもへの支援の充実や、地域全体で子どもを見守り、子育てを支える機運の醸

成を図る。 

・政策目標３－３ 安心して出産、子育てできる環境の充実 

妊産婦やその家族の心身の不調に対する適切な支援、育てにくさを感じている保護者の相談

対応に努めるとともに、保育園等の受け皿整備により、安心して出産、子育てができる環境の

充実を図る。 

 

〇「行政改革大綱 2022－2026」 

 ・ＮＰＯや企業等との連携協定の促進、市民の意見聴取方法の拡充、業務フローの見直し及び標準

化、行政手続のオンライン化の推進、ＯＪＴに重心をおいた職員育成、部長マネジメントの機能

化と管理監督職のマネジメント力の向上 

 

２ 令和７年度の重点目標 

No 重点目標 
現状認識（重点目標の背景にある 

現状と課題、社会の動向など） 
取組内容及び成果目標 達成状況（年度末評価） 

達成

度 

1 

「福知山市型多様な学びアクシ

ョンプラン」による多様な学び

の推進 

 

 

 

 

 

 

 

・令和５年度に、学校に行けない・行きに

くいこどもたちが、自分らしさを大切

に、自立に向けた活動が出来る多様な

学びの場である SIRO らぼを開設した。 

・令和６年度に、SIRO らぼ開設場所を従

来の建物４階に加えて、３階にも拡大

して実施。 

 

 

・令和５年度の不登校児童生徒（年間３０

日以上欠席した者。病気や経済的理由

は除く。）は、２５１名(Ｒ４より６１名

増)（小学生８６名(３３名増)、中学生 

【取組内容】 

・令和７年度に、SIRO らぼについて個室での対応

も可能な場所へ移転をして機能充実 

・語らいらぼ等による保護者への寄り添い支援及

び保護者間交流の充実 

・就学前の発達課題の早期対応・早期連携の充実・

強化（京都教育大との連携等したスクリーニン

グ） 

・こどもの活動の機会確保のための市内事業所や

地域とのネットワークの構築 

 

【成果目標】 

・不登校のこどものうち関係機関の相談・支援に繋

 
 

 



１６５名(２８名増）となっている。 がった割合７５％ 

（令和５年度実績：７０.９%） 

2 
待機児童・保留児童対策と保育

人材確保 

・令和６年４月１日時点での保留者は 

１２７名であり、そのうち３名が待機

児童となった。特に０～２歳児の保育

ニーズが高い。 

・民間・公立園ともに保育人材不足であ

り、待機・保留児童の要因となってい

る。 

・保留児童の解消のため、令和３年１０月

から、保育人材確保対策事業を実施中。 

【取組内容】 

・定着支援金の継続 

・令和４年度から拡充した保育人材確保策の活用

に向けたさらなる周知 

 

【成果目標】 

・待機児童０人（保留児童の減少） 

・保育人材確保事業の活用による保育人材の増加 

 
 

 

3 

「第３期子ども・子育て支援事業

計画」（子どもの貧困含む）に基

づいた施策の推進及びこども計

画策定 

・「第３期子ども・子育て支援事業計

画」を令和６年度策定済。令和７年度

にこども・若者の意見を反映した「こ

ども計画」を策定する。 

・令和７年度当初に、地域全体で子育て

を支える機運を高め、こどもを産み育

てる環境づくりをめざす「ベビーファ

ースト宣言」を行う。 

・保育にかける家庭以外のこども（保護

者）を対象とした「こども誰でも通園

事業」を令和８年度から実施する。 

・雨天の場合の子どもの遊び場確保が課

題となっている。 

【取組内容】 

・第３期子ども・子育て支援事業計画を補完する

「こども計画」を策定する。そのため、子ども・

子育て会議において計画案を審議いただく。 

・令和８年度からの「こども誰でも通園事業」の実

施に向けて、制度内容や実施方法の検討、関係機

関との調整を行う。 

・ベビーファースト宣言の推進について、起草委員

をはじめ市民、事業者、関係団体等による推進母

体の設立を促進し、市民運動としての展開を図

る。また全庁あげて運動を推進するための庁内

連携組織を立ち上げる。 

・りとるハピネスを含めたこどもの室内遊び場の

拡張について、庁内調整を行う。 

 

【成果目標】 

・ベビーファーストを市民運動として展開するた

めの推進母体の設立。庁内あげて推進するため

の庁内連携組織の立ち上げ 

・こども計画の策定 

・令和８年度から「こども誰でも通園制度」が実施

できる制度の構築 

・雨天時の遊び場の内容・スケジュールの確定 

 

 

 

 

4 

「こども家庭センター」設置によ

る全ての妊産婦・子育て世帯・子

どもに対する重層的な相談支援

体制の強化 

・令和６年度より、改正児童福祉法の令

和６年４月施行に伴い、支援を要する

妊産婦を対象としたサポートプランの

作成を実施。 

・令和７年４月から「こども家庭センタ

ー」設置。 

【取組内容】 

・サポートプランの作成及びプランに基づく包括

的・計画的な伴走型支援の実施 

・ヤングケアラーコーディネーターの配置 

・要保護児童等の支援に加え、不登校の対応やヤン

グケアラーの相談・支援の推進 

 

 

 

 



・「こども家庭センター」設置により、併せて包括

支援センターの機能・体制の見直し 

 

【成果目標】 

・「こども家庭センター」に繋がった件数５００ 

（令和５年度実績４６０） 

5 
「公立園の今後の整備方針」の策

定・推進 

・少子化を見据え、公立保育園の統合、

幼稚園の認定こども園化・統合の検討

が必要。 

・保護者、子どものニーズに応じた公立

幼稚園のこども園化を進める。 

【取組内容】 

・「公立保育園・幼稚園等整備方針」の策定 

・方針に基づく関係者説明・協議 

・公立幼稚園のこども園化の検討・調整 

 

【成果目標】 

・今後の公立保育園のあり方に係る課題の整理と

方針の決定 

・公立幼稚園のこども園化に向けた課題整理と方

向性の決定 

 

 

 

 

6 
人権保育基本方針に基づく実践

的取組み 

・こどもの人権を尊重し、こども自身の

人権意識を育てる保育を推進するた

め、令和５年度に「市人権保育基本方

針」を策定。 

・基本方針に基づく人権保育の実践的な

取組みを継続 

・市人権保育基本方針を具体化する実施

計画の策定が必要となっている。 

・児童館において、差別を見抜き、差別

を許さない、差別に負けないこどもた

ちを育てるだけの力量をもった職員

（児童館職員）の育成が求められる。 

【取組内容】 

・「市人権保育基本方針」に係る研修会・相談会の

実施 

・基本方針を具現化する実施計画の策定に向けた

準備、検討 

・差別を許さない人材育成の基本理念に沿い職員

（児童館職員等）を対象に、地区の歴史や現状、

こどもへのかかわり方等に係る研修を実施す

る。 

 

【成果目標】 

・人権保育基本方針の実施計画作成に向けた論点

整理 

・差別を許さない人材育成に向けた研修の実施 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【達成度】 

区分 達成の度合 定量的な判断基準 定性的な判断基準 

Ａ 目標を著しく上回る成果をもって達成 達成水準に対して 150％以上の成果 期待を大幅に上回る成果 

Ｂ 目標を上回る達成 達成水準に対して 110％以上の成果 期待以上の成果を挙げた 

Ｃ 目標通りに達成 達成水準通り（100％）の成果 ほぼ期待通りの成果を挙げた 

Ｄ 目標を未達成 
達成水準に対して 100％未満 

複数の成果目標に対して一部未達成 
期待通りの成果に至らなかった 

Ｅ 目標を著しく未達成 達成水準に対して 50％未満 期待を大幅に下回る結果 

 

 

３ 所管部署が関与する庁内推進組織 

推進組織の名称 役割等 所管事項（概要） 令和 5年度取組内容 進捗状況（事務局課のみ記載） 

     

     

     

 


